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第 ２回 SIP 包摂的コミュニティプラットフォームシンポジウム

福祉×金融で支える認知症社会－始動する金融包摂－
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➀消費生活相談の件数

は2023年は90.9万件。

前年より増加。

➁長期的な推移では、

2004年度の192万件と

ピーク。

③2018年には架空請求

に関する相談が再度増

えて再び100万件超。



令和５年の消費生活
相談では６５歳以上の
高齢者が契約当事者全
体の３０．５％

➀「商品一般」は迷惑メールや
不審な 電話、覚えのない荷物
や架空請求に関する相談等
➁「保健衛生品」は化粧品に関
する相談等
➂「教養・ 娯楽サービス」は
アダルト情報や出会い系サイト、
インターネットゲームや情報配
信 サービスに関する相談等
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65歳以上の高齢者の消費生活相談件数はの上位相談は以下の通り。
➀「商品一般（迷惑メールや不審な電話、覚えのない荷物や架空請求等）
➁「役務その他サービス」（有料質問サイト、電話回線のアナログ戻しサー
ビス、パソコンやセキュリティのサポート等）
③「健康食品」に関する相談
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①認知症等の高齢者の消

費生活相談では、本人か

ら相談が寄せられる割合

は約８割だが、認知症等

の高齢者では約２割。
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②認知症等の高齢者は、「訪

問販売」や「電話勧誘販売」

による被害に遭いやすく、事

業者に勧められるままに契約

したり、買物を重ねたりする。
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③認知症等の 高齢者本人

はトラブルに遭っている

という認識が低いため、

問題が顕在化しにくい傾

向。
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④障害者等の消費生活相

談は、本人から相談が寄

せられる割合は約５割。
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消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）

消費者安全確保地域協議会は、認知症高齢者や障がい者等の「配慮を要する消費者」を見守るためのネットワーク

⇒既存の福祉のネットワーク等に、消費生活センターや消費者団体等の関係者を追加することで、「消費者被
 害の未然防止」も含め、より充実した「高齢者等の安全・安心のための見守りサービス」の提供が可能になる。

（注１）事務局は地方公共団体が担うこととなるが、単独事務局の他、消費者行政部局、福祉部局の共同事務局などが考えられる。
（注２）協議会の構成員は関係しうる者を幅広く示したもの。地域の実情に応じて、構成員を決めることができる。福祉関係団体や障がい者団体、当事者団体等、多様な主体の参加が期待される。

①協議会構成員から消費生活センターへの情報提供
②消費生活センターから、協議会へ被害回復についてのフィードバック
③事務局から協議会に対し、消費者被害に係る情報提供・啓発活動の依頼
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事務局
●会議の運営

● 運営のルール作り
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